
①窓口サービスの最適化
②安全安心な暮らしの実現
③共同事務処理の推進
④更なる民間機能の活用

①行政手続きのオンライン化
②業務の標準化・共通化
③徹底した情報管理の推進
④デジタル技術の活用

①行政評価制度の確立
②自主財源の確保
③普通財産の有効活用
④新たな歳入の確保
⑤市税等の収納率の向上及び債権管理の適正化
⑥特別会計及び企業会計の健全化
⑦補助金等の適正化
⑧施設管理運用の最適化
⑨環境への配慮促進

①職員研修の充実
②多様な人材の活用
③担い手の育成・活躍推進
④人事評価制度と昇給制度との連動
⑤組織体制の効率化
⑥職員配置の最適化
⑦外郭団体のあり方

①市民参画の拡充
②行政情報の効果的な発信
③魅力度発信（シティプロモー
ション）の推進

④まちづくり活動の促進・支援

※自治体DX：自治体がデジタル技術を活用し、住民の
利便性向上や行政サービスの変革を目指す取り組み


